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年金数理（問題）

　この年金数理の問題における「Trowbr1dgeモデルの年金制度」とは、定年退職者のみに対し、定年年齢x、

歳時より単位年金額の終身年金を年1回期初に支払う年金制度をいう。

　また、「被保険者」とは、特に説明がない場合は在職中の者をいい、「加入年齢方式」とは、「特定年齢方式」

のことをいう。

問題1．次の（1）～（6）については、それぞれの選択肢から股間の答えとして正しいものを選んでその記号を、ま

た（7）～（10）については、必要に応じて指示に従った端数処理を行った上で股間の解答のみを、それぞれ解

答用紙の所定の欄に記入せよ。　（45点）

（1）定常状態にあるTrowbridgeモデルの年金制度における給付現価∫を示した以下の算式のうち、正しい算

　式はいくつあるか、正しいものの記号を選べ。ただし、算式の記号の意味は次のとおりである。

　左肩添字は財政方式を表し、P：賦課方式、r：退職時年金現価積立方式、〃：加入時積立方式、σ：単

　位積立方式であり、Cは制度全体の毎年度の保険料総額、Ψは割引率、a＝1・一ソとする。

　また、∫∫：将来加入が見込まれる被保険者の給付現価、∫ρ：年金受給権者の給付現価、y：在職中の被

　保険者の給付現価、∫忌：在職中の被保険者の過去の加入期間に対応する給付現価、眠：在職中の被保

　険者の将来の加入期間に対応する給付現価とする。

　　　戸C
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　　　　リ、三ノC＿”C
⑥∫島＝
　　　　　　a

（A）1個　　（B）2個　　（C）3個　　（D）4個　　（E）左記以外

（2）ある年金制度において、年度末時点の積立金が年度末時点の責任準備金を下回る場合、その下回る額の

　一定書1」合rに相当する額を、翌年度末に特別保険料として拠出するものとする。この年金制度が定常状態で

　ある場合の、「年度末時点の積立金÷年度末時点の責任準備金」を表す算式の記号を選べ。

　なお、予定利率をゴ、運用利回りをノ、0＜ノ＜ゴ〈7〈1とし、標準保険料・給付ともに期切払いとする。また、

　「年度末時点の積立金」には、年度末時点で拠出される特別保険料を含むものとする。

　　、1・ノ．’　μサ・ノ　　、1・ノ．ノ
　　　　1＋’　　　　　　　1＋ノ　　　　　　　1＋5
（A）　　　　　　　　（B）　　　　　　　　（C）
　　　　7一ゴ　　　　　　　　　r一ゴ　　　　　　　　　7－f

　　　　1＋f　　　　　1＋ノ
　　7一　　　・ノ　　　　7＿　　　・ゴ
　　　　1＋ノ　　　　　　1＋f
（D）　　　　　　　（E）

r一ノ　　　　　トノ
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（3）以下の文章のうち正しいものはいくつあるか、正しいものの記号を選べ。

　①Trowbridgeモデルの年金制度において財政方式として加入年齢方式を採用した場合、特定年齢を超える

　　年齢における新規加入者の加入時における責任準備金は必ずブラスとなる。

　②定常人口にあるTrowbridgeモデルの年金制度において財政方式として開放型総合保険料方式を採用し

　　た場合、制度発足時に在職中の被保険者の過去勤務期間を通算し、かつ既に退職した被保険者にも年

　　金給付を行う場合の保険料は退職時年金現価積皿方式の保険料と一致する。

　③財政方式として（閉鎖型）総合保険料方式を採用した場合、定常人口にあるのであれば、期間の経過につ

　　れ、積立金は加入年齢方式の責任準備金に収束する。（保険料は定期的に洗い替えるものとする）

　④財政方式として開放型総合保険料方式を採用した場合、定常状態にある制度がなんらかの理由により積

　　立金に不足が発生した場合でも、保険料の洗い替えによって、発生した積立金不足の回復が可能である。

　⑤定額式の年金制度において財政方式として開放基金方式を採用した場合、定常人口となっていない場合

　　でも予定死亡率・予定脱退率どおりに人員推移した場合は財政上差損益（ただし、利差損益は除く）は発

　　生じない。

（A）1個　　（B）2個　　（C）3個　　（D）4個　　（E）5個

（4）生存脱退と死亡脱退を脱退事由とする2重脱退残存表を考える。それぞれの原因による脱退は独立に発

　生じ、かつ、それぞれの脱退は1年を通じて一様に発生するものとする。この2重脱退残存表におけるx歳の

　記号を次のように定義する。

　　　z二｝I〕：残存者数　4w〕：生存脱退数　4”）：死亡脱退数　g二w〕：生存脱退率　g二a）：死亡脱退率

　今、生存脱退と死亡脱退が単独の脱退事由とするそれぞれの脱退残存表におけるx歳の生存脱退率、死亡

　脱退率をg二w〕t，g三小とするとき、g三4）をg三w）．、g三”戸を用いて表す算式の記号を選べ。

　　　　　　1　　9王4ヅ（1－glw戸）

（A）

　　　　l　　　1－1王d㌦二w戸

　　　　4

　　　　　　1　　9王wド（1＋一9王4戸）

（D）　　　2
　　　　1　　　I一一9王d〕．9二列．

　　　　4

　　　　9王”）．
（B）

　　　　1
　　1一一9三小g二列’

　　　　4

　　　　　　1　　9三州．（1一一9王d）．）

（E）　　　2
　　　　1　　1一一9王4戸9王w〕■

　　　　4

　　　　　　1　　9ニゴ戸（1＋一9王w戸）

　　　　　　2（C）

　　　　1　　　1一一9三小9王wヅ

　　　　4
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（5）ある年金制度では期初に保険料Cが払い込まれ、期末に給付3が支払われる。また、給付支払い後の積

　立金はFで定常状態になっている（ここに予定利率はjとする）。

ある年度の運用利回りがブ（O〈ノく5）となったため、その年度末の積立金残高がFより少なくなってしまった。

　そのため、翌年度の保険料を（C＋△C）とすることにより、翌年度末の積立金残高をFに回復させることにし

　た。翌年度の運用利回りは予定利率どおりであるとして、追加保険料△Cを表す算式の記号を選べ。

　　（A）△C・ポ（1・1）C一ブF　（B）△C・ポ（1・ノ）C一ノF

　　（C）△C・ポ（1・水一炉　（D）△C・3一（1・ノ）C＋ノF

　　（E）△C・3一（1・ノ）C・炉

（6）ある年金制度の初期過去勤務債務を以下に示す3通りの償却方法（①～③）による年1回期切払いの特別

保険料で償却することを考えた。第2年度末の未償却過去勤務債務が償却方法①の場合と同じになる償却

方法②、③におけるxおよびyに最も近い数値の記号をそれぞれ選べ。

（A）18％　　（B）20％　　（C）22％　　（D）24％　　（E）26％　　（F）28％　　（G）30％ （H）32％

＜前提＞

・この年金制度の被保険者数は増加傾向にあり各期初の被保険者数は前期初より5％増加する。

・①および②の場合で被保険者1人あたりの特別保険料の算定は、被保険者数が発足時から変化しない前

提で計算する。

・後発過去勤務債務は（被保険者数の変動に関わらず）発生しない。

・予定利率は2．5％とし、期切払確定年金現価率（δ万■）としては以下の数値を使用すること。

〃
δ一〃

〃
δ一”

1 1．00 6 5．65

2 1．98 7 6．51

3 2．93 8 7．35

4 3．86 9 8．17

5 4．76 10 一8．97

＜償却方法＞

①被保険者1人あたりの特別保険料を設定することにより5年間で元利均等償却する方法

②被保険者1人あたりの特別保険料を、第1年度：Pとすると、

　第2年度：（1＋x）×P、第3年度：（i＋2×x）XP、第4年度：（1＋3X　x）XP

　と、第1年度の特別保険料の一定割合xずつ増加する特別保険料により4年間で償却する方法

③前年度末未償却過去勤務債務（第1年度は初期過去勤務債務）の一定書1j合yを償却する方法
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（7）ある年金制度は定常人口で、毎年18歳で80人の新規加入があり、定年年齢は60歳であるという。この制

度における脱退者の平均年齢が・σ・歳であるとき・この制度の被保険者の総数（∫ζWを求眺

なお、被保険者数（J工）は年齢（x）に関して微分可能な関数とする。

（小数点以下第1位を四捨五入し整数で答えよ。）

（8）e工＝0，75（64－x）とする。Zo＝100，000のとき、J五＝75，000となるxを求めよ。

なお、被保険者数（z工）は年齢（x）に関して微分可能な関数とする。

　（小数点以下第1位を四捨五入し整数で答えよ。）

（9）定常状態に達している次のような財政状況の年金制度に関して、利差益が生じたことにより、ある年度の期

末積立金F’が期初積立金Fを上回ったため、剰余金を使って給付改善を行うことにした。保険料を変更す

ることなく剰余金全額を取崩して一律2％の給付改善が可能であった場合、この年度の期末積立金F’はいく

　らであったか求めよ。

なお、財政方式は開放型総合保険料方式、予定利率は3，5％、保険料と給付は年1回期切払いとする。

　（小数点以下第1位を四捨五入し整数で答えよ。）

【財政状況】

・期初責任準備金：lO，764　・期初積立金：lO，764　・保険料：500

（lO）定常人口のもとにある年金制度の現時点での諸数値は以下のとおりである。

　①年金受給権者の給付現価　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　500百万円

　②在職中の被保険者の給付現価　将来期間対応分　　　　　　　　　：　300百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　過去期間対応分　　　　　　　　　：　400百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　：700百万円
　③将来加入が見込まれる被保険者の加入時の給付現価（単年度分）　　：　　7百万円

　④在職中の被保険者の給与現価　　　　　　　　　　　　　　　　　：　3，000百万円

　⑤将来加入が見込まれる被保険者の加入時の給与現価（単年度分）　　：　　140百万円

　⑥積立金残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　800百万円

　⑦給与総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　300百万円

　⑧予定利率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　2．5％

　⑨1O年確定年金現価率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　8．97

　⑩財政方式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：加入年齢方式

　現時点で計算した標準保険料率と特別保険料率（lO年償却）により、1年間財政運営をした後に、給付水準

　（将来期間分、過去期間分）を一律30％カットする給付減額を行うこととした。ただし、この給付減額は年金受

　給権者には適用しないものとする。この給付減額実施後の標準保険料率と特別保険料率（10隼償却）を求め

　よ。なお、給付減額前の1年間の運用利回りは年4％、保険料と給付は年1回期切払いとする。

　（本間での各保険料率は、パーセント単位で小数点以下第2位を四捨五入し小数点以下第1位とすること。）
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間題2．次の①～⑮の空欄に当てはまる適当な算式を求め、解答用紙の所定の欄に記入せよ。　（15点）

ただし、算式の解答にあたっては以下の記号を用いること。

　　∫口　：在職中の被保険者の給付現価

　　∫忌　：在職中の被保険者の将来の加入期間に対応する給付現価

　　∫忌　：在職中の被保険者の過去の加入期間に対応する給付現価

　　∫ρ　：年金受給権者の給付現価

　　∫∫　：将来加入が見込まれる被保険者の給付現価

　　ぴ　　：在職中の被保険者の人数現価

　　G∫　：将来加入が見込まれる被保険者の人数現価

　　f　　：予定利率

　　　　　　　1
　　Ψ　　　　　：　一
　　　　　　1＋’

　　a　　　：1一ソ

　　3　　：制度全体の毎年度の給付額（期切払い）

　　z　　：在職中の被保険者の総数

　　㌣　　：到達年齢方式での第〃年度の1人あたり標準保険料（期切払い）

　　月C　　：到達年齢方式での第η年度の標準保険料（期切払い）
　　　〃

　　λC’　：到達年齢方式での第〃年度の特別保険料（期切払い）
　　　“

　　月珂　　：到達年齢方式での第〃年度初の積立金

　　竹　　：到達年齢方式での第〃年度初の未償却過去勤務債務
　　　〃

　到達年齢方式は、制度発足時の各到達年齢毎に将来勤務期間に対応する給付のための費用を標準保険料

として積み立て、過去勤務期間を通算する制度にあっては、制度発足時の過去勤務期間に対応する給付現価

を未償却過去勤務債務として特別保険料により償却する財政方式である。

　以下では、到達年齢方式が適用される定常人口にあるTrowbridgeモデルの年金制度において、制度発足

時の未償却過去勤務債務を償却した後の積立金が加入年齢方式の責任準備金に収束することを示す。

　制度発足時の標準保険料および未償却過去勤務債務は

勺＝。．ム＝区1．、

　　　　　　　　　　回

ザ∫ρ・1二1］
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第n年度における標準保険料は

　　　　・、＝㍗．、、［曇］一（匁・［1］）．、

が成り立λ　　　　　【1
また、定常人口を仮定していることから、

　　㌔・（λいい［1］）（1・1）一［1・（ア）

　　㌦一（へ一覧］）（1・1）　　　・（イ）

が成り立つ。

そこで（ア）（イ）をそれぞれ合計し、ノ㌧＝千十竹掘としてまとめると、

　　㌔・（メいい（1・1）｛1　　・（ウ）

また、第〃年度における標準保険料を！㌧を用いて表すと

　　化”・　　　　　　・Z　　　　　・（工）
　　　　　　　　　　　【

（ウ）（工）よりノC”を消去すれば

1－^寸／（1・／・／二
ここで右辺第1項の係数について検討してみると、

／I±／㈹・l1－1

一方・覧］・工である地

0く
^’一｛／（I刊く1

・（オ）

これより、数列｛■㌧｝は収束することがわかる。

ここで沢を次の条件を満たす値とする。

十／（1州［（1・／ ・（カ）
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この式をRについて解くと

R　＝
⑫　．、［頭

工（オ）（カ）より

　　　ザト／ト｛／㈹’（ザR）

紙数1い1舳1／’÷／㈹の靴11で舳・鮒

このことから、数列｛！㌧｝はRに収束することがわかる。

この沢は3・・a（∫ρ十y＋∫∫）という関係式を用いると

となり、

ト・・ト
m・ぴ

□　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　　が加入年齢方式の標準保険料を表しているので、ケを加入年齢方式の責任準備金

とすれば、

　　　1imノ㌧　＝　沢　＝　叩
　　　刑’÷｛o

　従って、到達年齢方式の積立金は、制度発足時の未償却過去勤務債務の償却を終了した場合、

定常状態において加入年齢方式の責任準備金に収束することが確認できた。
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間題3．以下の制度内容の年金制度を実施している集団が2種類の給与体系を検討している。

《制度内容》

・加入時期 年1回期初加入

・給付内容 「定年到達時給与Xα」の年金年額を、定年到達時から年1回期切払いで終身

ﾉわたって支給する（定年以外の事由による脱退には給付なし）

・昇給時期 年1回期初昇給

・脱退時期 年1回期末脱退（ただし、定年退職は定年到達時の期初に脱退）

・拠出方法 「昇給後給与合計X保険料率」を年1回期切払い

・財政方式 加入年齢方式（加入年齢x、歳）

検討している2種類の給与体系の年齢別給与ム、（x直≦x≦x、）が次のとおりである場合、以下の谷間に

答えよ。　（20点）

○給与体系A：ぺ＝1、わ二1－4＝1（x≠s）、わ二、山4＝〃十1（x＝s）

○給与体系・わく一・、叱、一るさx（十n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　x。’x。

ただし、x。≦s＜x、一1，O＜〃とする。

解答にあたり必要であれば以下の記号および計算基数を用いよ。

　x吐：加入年齢　　x、：定年年齢

　δ工：x歳支給開始期初払終身年金現価率

　D五、C工等：期初拠出、期末脱退に応じた計算基数

また、設問（3）における責任準備金は、期初の昇給直後・加入直後・保険料の拠出直前のものと考えること。

（1）2種類の給与体系におけるそれぞれの標準保険料率㍗、イ（年1回期切払い）を求めよ。

　（解答ばるζおよびろざは使用せずに、nを用いて表すこと）

（2）々≦イ（s＝β）、㍗＞κ（S工β十1）となるβ（x、≦β＜x、一2）が、ただ1つ存在する

ことを示せ。

（3）∫＝γのとき、々＝外となったとする。

この時、被保険者の責任準備金は、給与体系Aと給与体系Bのどちらが大きくなるかを示せ。
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平成17年12月27目
　年金数理………9

間題4，Trowbridgeモデルの年金制度（加入時期は年1回期初、保険料は年1回期切払い）において、予定

　新規加入年齢を次の算定方法で求めるものとして、以下の問いに答えよ。　（20点）

＜予定新規加入年齢の算定方法＞

過去一定期間に加入した被保険者の集団で収支相等する保険料を算出し、加入年齢毎の個人平準保険

料のうち当該保険料と近似する保険料となる加入年齢を、予定新規加入年齢とする方法

x：年金制度に加入できる最低年齢
‘

x：定年年齢
『

∫：加入年齢x歳の被保険者1人あたりの加入時給付現価
　工

G：加入年齢x歳の被保険者1人あたりの加入時人数現価
　工

4：加入年齢x歳の被保険者1人あたりの個人平準保険料（＝∫工／G五）

z工：過去一定期間にx歳で加入した被保険者の人数

（∫工、G工、4、ユエはいずれも、x、≦γ≦x、一である正の整数xで定義されるものとする。）

1過去一定期11加入！た被保険者1集団／・／1収支福等す1保険料与〉シ・〕

このとき、γ、≦x≦x、一1である正の整数xのうち、4≦Pを満たすものの最大値xMを予定新規加入年

齢とする。

解答には次の記号を用いること。

ゴ：予定利率　　v：割引率（＝1／（1＋ゴ））　　z、：脱退残存表に基づく残存数

D工、M、：予定利率fの脱退残存表に基づく計算基数　　∂、：γ歳支給開始期初払終身年金現価率

なお、谷間の①については、解答を導く過程は記載しなくてもよい。

（1）①尺、Pそれぞれを、計算基数および定年年齢における年金現価率（δ、）を用いて表せ。

　　②Pがへ，へ、1，…，々．1の加重平均値であることを示した上で、XMが必ず存在することを示せ。

（2）以下、x直≦x≦x、である正の整数xについてJ工＝m〆（0〈m，0＜ρ＜三）であるものとする。

　　①D、、M、一M工それぞれを、Ψ、m、ρを用いて表せ。

②過去一定期11加入！1被保険者一平均11人年齢1
^寺／三小・1・㍉一1）

が正の整数であるものとする。

このとき、元が具≦Pを満たすことを示すことにより、元≦x〃であることを示せ。

　＜ヒント＞

　一般に、正の数α1，o2，…，o掘，W一，W2，…，W”について、次の不等式が成り立つ。

W101＋W・α・十’’’十舳・いα㌘αン）W・ぺ相加平均・相乗平均）

　　　W　＋W　　＋…　十W　　　1　　　2　　　　　　　〃

以上
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年金数理（解答例）
問題1．

番号 （1） （2） （3） （4）

記号 （B） （E） （B） （A）

番号 （5） （6） （7）

記号

白l
（B） X：　　（F） γ：　（D）

2，280　人

i整数）

番号 （8） （9） （10）

数値 37　　歳
i整数）

11，275

i整数）

標準保険料率

@　3．5　　　％
i小数1位）

特別保険料率

@　1．7　　　％
i小数1位）

（1）

①は、教科書（3－42）より正しい。

②は、教科書（3－43）より正しい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v．「C＿ソ、伽C
③は、教科書（3－45）より誤り、正しくは、y＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ツ．J℃
④は、教科書（3－46）より誤り、正しくは、∫∫＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pC＿σC
⑤は、教科書（3－46）の次の説明より誤り、正しくは、∫ρ十8島＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σC＿ツ．”C
⑥は、教科書（3－48）より誤り、正しくは、∫忌＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂

よって、正しい算式は2個…　解答（B）

（2）定常状態における責任準備金をγ、年金資産をF、標準保険料をみ、給付を∫とする。

責任準備金について（γ十＾一∫）・（1＋ゴ）：γ…①

年金資産について（F＋へ一∫）・（1＋ノ）十（γ一F）・7＝F…②

　　　　　　　　　　　　　’
が成り立つ。①よりみ一∫：一一γ
　　　　　　　　　　　　　1＋ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋ノ．
　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　・1これを②に代入して変形すると、二月＿解答（。）

　　　　　　　　　　　　　7　　トノ

（3）

①O
②X（退職時年金現価積エ方式⇒賦課方式：教科書P89）

③○

④X（積立不足の解消はできない：教科書P92～93）

⑤×（将来加入者の見込みが変わるため差損益が発生する：教科書P92）

よって、正しいものは2個…　解答（B）
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（4）

　　　　　　　　　　a（w）
　　　　9王wγ＝　　工　　　・①
　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　z（「）＿＿a（の

　　　　　　　　工　2■
　　　　　　　　　　a（4）
　　　　9王♂）．：　　工　　　・②
　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　Z（「）＿＿∂（剛

　　　　　　　　工　2工
　　　なので、①②から

　　　　　　　　　　　　　1　　　　a二W）＝9王W〕．（Z二「L－4♂））　　…③

　　　　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　1
　　　　4」9王4）．（z二「）一一4w））　　…④

　　　　　　　　　　　　　2

　　　③を④に代入して整理すると

　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1一一9王w戸

　　　　4d）・　2　gld戸・11「）
　　　　　　　　　1　　　　　　　　l一一9王d〕‘9王w）．

　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　〃91d戸（17王wヅ）

　　　　したが一て・・三d）一市一1　　．．．解答（A）
　　　　　　　　　　　　　　∫　　1一一9王4〕．9三川．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　　　1
（5）この年金制度は極限方程式C一←一F＝一3が成立している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋ゴ　　1＋j

ここで、運用利回りが低下した年度では、積立金の減少額を〃とすると

（C＋F）x（1＋ノ）一3＝F一〃　　　．　…①

一方、翌年度末は題意より

｛（F一〃）十（C＋△C）｝x⑫十5）一β＝F　　…②

が成立しているので、①、②から〃を消去すると

1（C・F）・（1・ノ）リ・（C・△C）1・（1・1）リ＝F

∴△C＝3一（1＋ブ）C一ブF…　解答（B）

（6）初期PSL＝A，初期人数をNとする

①の場合

　特別P＝A／（N・4．76）

　第1年度末PSL＝A×（1－1／4．76）×1，025

　第2年度末PSL／1，025＝AX（1，025－1，025／4．76－1．05／4．76）

　＝O．5890756303A
②の場合

　Xが乗じられる階段状の現価率を求める
　現価率＝（（1／1，025＋1．98）／1，025＋2．g3）／1，025＝5．6717285007

　特別P＝A／N／（3．86＋5．6717285007x）

　ここで、g（x）＝（3．86＋5．6717285007x）とおくと

　第1年度末PSL＝AX（1－1／g（x））Xm25

　第2年度末PSL／1，025
　＝A×｛1，025－1，025／g（x）一1．05X（1ヰx）／g（x）｝

　③の場合

　第1年度末PSL＝AX（1－y）X　l．025
　第2年度末PSL／1，025＝AX（（1－y）×1，025）X（1－y）
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上記結果の、①の場合＝②の場合と、①の場合＝③の場合を解くと、

　　x＝27．5815％＝28％…　解答（F）

　　y＝24．1905％＝24％…　解答（D）

（7）新規加入年齢をX、歳、定年年齢をx、歳とすると、年間の脱退者数は

　　　　　　　　　　　　　　　　　1〃　∫こ　　7工μ工欣十z、　　　　　　　　　　　　　　　　　　工　　　　　　　　　　ここで、μ工＝
　　　　　　　　　　　　　　　　’赤　　　　　　　『　　‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　工
一方・脱退者の加入年数の総計は・r（・一礼）似州外一㍉）・㌧

11ｬ一㌔）似吋｝／1妙一州い脾
よって・脱退者の加入年数の総計は・r（・一孔）・舳・（け）・㌧一r躰

ここで、定常状態を仮定していることから、年間の脱退者数・・新規加入者数＝80人

一方、脱退者の平均加入年数は46．5－18＝28．5年なので

r（・一孔）・仏公・（㌃一孔）・㌧

＝28．5

騎ψ・㌧

r躰
　　　＝28．5
80

r脾一・・・・…一蛆…（解答）

　　ゴe
（8）　二二二三＝一〇、75

　　倣

÷壬／「1φ〕一イ㌣…｛一一由

11生ル・片一州・／6訂
　　　　　　’　75，000
これを、工ρO＝ユ：　　　　とあわせてXについて解くと、X＝皿歳…（解答）
　　　　　　7，100，000

（9）定常状態に達しているため、保険料をC、期初積立金をF、給付改善前の給付額を3、予定利率をfとす

ると、極限方程式C＋”＝β

　　　　　　0，035
　．8＝500＋　　　　　x玉0，764＝864
　　　　　　1，035

ここで、剰余金＝FLFを原資として給付の一律2％の改善を行うので、

　　　　　　　　　1
　　　　3x29るx一二ρ’一F
　　　　　　　　　a

　　　　　　　　　　　　1，035
　　　　・F’＝864・0．02・　十10，764：11，274，99
　　　　　　　　　　　　0，035
　　　よって雌…　（解答）
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（lO）現時点での標準保険料率：7／140＝5．0％

現時点でのPSL＝500＋700－3000×5．O％一800＝250百万円

現時点での特別保険料率；250／（300×8．97）＝9，290％→9．3％

定常人口を仮定しているため、

単年度給付額＝（500＋700＋7／0，025）÷（1，025／0，025）＝36．0976百万円

標準保険料額＝5．0％×300＝15．O百万円

特別保険料額＝9．3％×300＝27．9百万円

1年後の資産＝（800＋15＋27．9－36．0976）Xl．04＝839刀745百万円

1年後の標準保険料率＝（7×o．7）／140＝3．5％

1年後のPSL＝500＋（700XO．7）一3000×3．5％一839．0745＝45．9255百万円

1年後の特別保険料率＝45．9255／（300×897）＝1．70663％→1，7％

よって、標準保険料率：3．5％、特別保険料率：1．7％…（解答）

（別解）

平成17年度資格試験年金数理問題1．（1O）は、いくつかの前提数値を与え、その数億を

用いて解答を導く問題ですが、出題文に記載した嶋・与総額jの前提数値を直接用いず、

他の前提数値からその値を求めこれに基づき計1算した場合に、次のとおり異なる解答とな

ることが判明しました。

（10）現時点での標準保険料率＝7ハ40業5．0％

　　現時点でのP　S　L＝500斗700－3000×5，O％一800二250百万円

　　定常人口を仮定しているため、

現時点での特別保険料率；・250／（209．75引X8．97）；13，287％⇒13，3％

定常人舞を仮定しているため、

単年度給付額刊500＋700＋7／O．025）÷（1，025／0，025）＝3ω976百万円

標準保険料額鴉50％X独皿
特別保険料額刈3．3％X209，756ト27．8976百万円

1年後の資産鶯（800＋104878＋278976－360976）x104；8343793百万円

1年後の標準保険料率刊γ×0－7）／140オ．5％

1年後のP　S　L＝500＋（700x07）一3000×35％L雌し亘1亙旦

1年後の特別保険料率＝幽
よって、標準保険料率135％、笠趾幽 （解答）

前提数値については問題を解くにあたっての簡便性等を勘案し、（概算数値で）設窟して

いるものであり、これを用いて解いた解答が旺答」と考えますが、前提数値の設定とし

て必ずしも十分とはいえない間があったことも否めず、上記解答についても別解として「正

割といたします嘗なお、別解による解答者は口名でしたが、合否結果には影響はあ域

ませんでした。
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問題2．

教科書79頁～81頁（78頁～79頁の置き換え部分あり）
1

番号 ① ② ③ ④

算式 “ σu 孤 ，s’十、s’u

一
番号 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

算式 他〃 メ（二1’

h
3（1＋1） ∫”十∫fリγ　　〃

I…

番・号 ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

算式
∫ρ十∫口

@五一β ぴ一 G“ y＋∫口
G。

一」一1｝1一一

番号 ⑬ ⑭ ⑮

算式 a・G／
∫∫

3・G。
G∫

（注）算式の分子・分煙である「⑩⑪」と「⑫⑬⑭」は、すべて正解の場合に配、叙した。なお、．1二の解答例に限らず、

分概・分子を合わせた算式として正誤を判断した。

醐魍3、

（1）々、あざの定義より、

わ～＝

ol1二㍗、”1：ご二：

　　　五一x令’一あ8＝　「　。　（x－x）今1
．、’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ

　　　　x　－x　　　　r　　　　o
よって、

〆士
斗

ρ、・わご・α・∂LD与・（・、一・。斗肘1）・α・∂心

工、一1

ΣD工・ケ；1

作工’

J－1　　　　　　　　　　　　正一1
ΣD、・（卜×事斗1）十Σρ、・・

工＝工　　　　　　　　　　　　　　　正士∫十1



…半α．δみDぺ（け十m＋’）’α’孔

　　　　ξψ帥廿、1、・・一刈

（2）

①κはsに関して単調増加である。また、舛はsによらない。

②∫：x、の場合、

グ4・　　　Dみ．（い・…’）．α’∂l　　　X
　　　　　／三田・1）妾・仏・／兀一1・1・、1、・・一刈〕

　　　　　　　　　／／三拍1）身・・〕一／三・・卜i・、1孔・・州

ここで、／／内を整理すると

／／ ｩ一、1孔／・叫、書孔〕・…・叫（㌃青’）つ

1の（）内は・逓減す1が・最雌で11
^・（㌃青’）n〕一、1、・・（…）

lll㌧｝斗

③∫＝X、一2の場合、

4・一4L　　　D外’（い・…1）．α’㌔　　　×
　　　　　／三叫一／・1）身・仏・／－／・1・、1、・・一刈〕

　　　　　　　　　　／／三田・1）身・・〕一／三へ・／・一／・1・、1孔・・一刈／／

ここで｛｝内を整理すると

／／一ヘイ、1、〕・…・叫（㌃青2）つへIト（㌃青’）つ

1の最終項以外は明！か1負でll・最終項は ｩ（㌃青’）nト／、1孔〕

よって、初項と最終項の和＝

～1・
^、1孔〕へ・／、1孔〕一叱｛1）・／、1，／・・（・・みル…）

∴｛｝〈0

・ぺ＜生
①②③より、

ぺ≦ぺ（s：β）、々＞κ（s＝β十1）となるβ（x。≦β＜γ、一2）が、ただ1つ存在する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一80一



（3）

々＝巧＝Pとすると、

給与体系AのX歳一人あたりの責任準備金は

　　　　　　　　　　　　　　　　　工一1　　　　　　　　　　　　工一1
　　　　　　　　　　　　　　　　　ΣD、・（ダx、十1）十ΣD、・・
㍗＝D｛一礼十肘’）’α’㌔一。．μ　　一片1

　　　　　　　　D工　　　　　　　　　　Dエ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ。一1
　　　4．（㌔．㌔十”、1）・、・久　　ΣDγ’し一㌔十1＋η）

　　　　　　　　　　　　　　　・一P・y弍

（x、≦x≦γ）

　　　　　　　　D工
給与体系Bのx歳一人あたりの責任準備金は

D工
（7＜x≦x、一1）

げ．小…1）・α・へ、、．婁叶ヤー小1〕

　　　　　　　D　　　　　　　　　　　D工
①x。＜x≦7の場合

げ一々＝P・

恥／しヤ1）㌃ζ”し一㌔）一1〕・ξ㍗

D工

　　烹ψ一仏／、三礼（γ一刈

＝P・
　　　　　　　　　D工

ここで、7は々＝べを満たすため、

（・）ll・ O～・1）・恥一三〃ト1・、1、・・一刈

すなわち、

か・一か／、三礼・（卜㌔）〕

よって

げ、、、、．三小一町㌣汁刈・貫㍗

　　　　　　　　　　　　　　　　D

＝、．剛 〃

x。一x

。（1一�пA1孔・し一刈．、．到、1孔し一／）／〉。

D工 D工

②7〈x≦x、一1の場合、

げ．、、、．三小一々・1・叶三汁・ジ1／

　　　　　　　　　　　　　　D

、、．三小、三礼し一刈

＞O
D工
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よって、①②より、x。＜x≦x、一1についてげ＞㍗が言えるので、被保険者の責任準備金は、給与体系

Aよりも給与体系Bの方が大きい。（なお、㍗＝㍗＝Oは明らか）

問題4．

（1）

①

　　Dδ　　　M－M∫、＝　エ’み、G、＝　∫　　エ’より、

　　D　　　　　D　　　工　　　　　　　　　　　　よ

　　　　　　　■・一1　Dδ

　　“．平ポ
4：M．パP＝み一M．M
　　工　工・　　Σz、　エ　エ『
　　　　　　　同、　D、
②

　工r－1　　　　　　工、一1

　ΣZ、・∫工　ΣZ工・G工・4

P＝工＝工1　　：工＝工・
　工’一1　　　　　　　工r－1

　ΣZ工・G工　ΣZ工・G工

　■拮∫‘　　　　　　　　　工出∫‘

であり・Pは4。，4。、1，…，4、．1の加重平均値として表すことができる。…　（ア）

また、

　　　D工∂工

4、、＿M工・1－M工　　　D工

一一 @　　　『：1＋　　　　＞1
尺　D工、δ工、　　M工、1－M工

　　M－M　　　エ　　　エ。
より、4（x、≦x≦x、一1）はγの増加関数であり4≦4…　（イ）

（ア）、（イ）より、4。≦Pであるから、4≦戸となる正の整数γがx、≦x≦x、一の間で存在する（少な

くとも、x、はこの条件を満たす）。このため、それらのうちの最大値xMが存在することが言える。

（注）4がxの増加関数であることを示さなくとも、背理法を用いてγMが存在することを示すこともできる。

（XMが存在しないと仮定すると・戸＜々，4。。1，…，々一1であり・Pが4、，へ、、，…，4、．1の加重平均

値であることと矛盾）

（2）

①

い切㌧・（Ψ）工、・、一・、・Σ・、一Σ。（Ψ）・一。．（Ψ）㌧（が

　　　　　　　　　　　。斗　。一工　　　　1一Ψ

②

前提より、元はx。≦元≦γ、一1を満たす正の整数…（ウ）

　　　　　　　　Dδよって、具が定義され、4＝　∫’工『

　　　　　　　　MビM工

ここで、（2）①の結果を用いると、

　　　　　　　　　　　　　　一82一



　　　　工。一1

ア　～4
一一

P＝工．1‘

具　Σ・工・

　　　・壮工里

Dδ工。　工。

D工

M－M■　　　工’

D工

Σ4．け一佃戸
工、五里　　（Ψ）工

Σ4．伽γ一価戸
工、工。　　．（w）∫

M一一M
工　∫・1＝

Dδル　エ’

工r1　　バグ．一jV

Σz工・工々
　　　　D工＝工｛　　　　　　工

■・■1　M＿M
Σz工・I斗
　　　　D工＝工。　　　　　　工

　Σ4・伽ト（砂
　工、工　（Ψ）■
1＝　‘　　　　　　…（工）
　Σ4．（Ψト（が
　工、工。　　（Ψ）工

1、払狐テ肘

シ㍗㌫姜鮒

（一）1分子ﾂ・守L鮎；1青写〕
　　立工・’
（Ψ）；・榊斗一w－1

　　　　Σzよ

　　　　炸工。

…（オ）

ここで、

よ・■1

@　1㌘・鉋r／、1、叶（・相加平均・相乗平均）

　工靱。

　　　巧一I
　　　、；ご止工

・／古／ルー赤

より、（オ）≧O、つまり具≦P…（カ）

（ウ）、（カ）と、γ〃の定義から、ア≦xMであることが示せた。

一83一


